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シリコン・シーベルト（SSB）福岡プロジェクトについて

福岡県内における大学等の頭脳資源や半導体関連企業の集積、及び自動車産業の集積等
地域のポテンシャルを最大限に活用し、東アジア地域（福岡、九州、韓国、上海、台湾、香港、
シンガポール等）を結ぶシリコン・シーベルト地帯の核となる世界レベルの先端半導体開発拠
点を構築する構想。
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シンガポール等）を結ぶシリコン・シーベルト地帯の核となる世界レベルの先端半導体開発拠
点を構築する構想。
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福岡先端システムＬＳＩ開発拠点推進会議(2001年2月設立)
SSB構想推進の中核組織として、産業界、大学、行政で組織
会 長 鎌田 迪貞 (九州電力㈱相談役）
副会長 九州大学総長 九州工業大学学長
顧 問 日本電気㈱特別顧問、文部科学省科学技術・学術政策局長、

九州経済産業局長、福岡県知事、北九州市長、福岡市長
会 員 全国に及ぶ企業266社、大学・高専、支援機関等74機関、行政5機関、

計345会員（企業・機関、2011年3月末現在）
事務局 財団法人福岡県産業･科学技術振興財団（ふくおかIST)
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SSB福岡クラスター形成 第Ⅱステージへ

～ ｼﾘｺﾝｼｰﾍﾞﾙﾄ地域の核となりうる世界最先端のｼｽﾃﾑLSI開発拠点の構築～

システムLSI開発関連の世界レベ
ルのクラスターを形成

・フラット化する世界・アジアの中で、
LSI関連のデバイス・モジュール・

システムの企画、開発、提案力の
拠点地域

・地域内で企画・システム開発設計
・実装・生産・テスティング・実証・

販売等のサプライチェーンが自律
的に構築されている地域

・自動車やバイオなど他分野と本ク
ラスターとが融合した地域

・内外の研究者、開発者、製造関係

者、ビジネス関係者の“知”のネッ
トワークが恒常的にあり、内外から
の人材に対しての求心力と人材の

流動性が高い地域

・更なる企業集積を促進し、新規ビ
ジネスと新規雇用が多様に沸き起
こる地域

第Ⅱステージの戦略

企業集積を大幅に促進し、地域
のプレーヤーを増やすとともに、
自立的なクラスター形成へ向け
ての基盤を構築する。

１．戦略的研究開発の推進
・研究テーマの厳選
・地域を越えた研究資源の活用
・厳格な評価の実施
・事業化支援
２．人材育成機能の強化
・組込みｿﾌﾄｳｪｱ技術者育成
体制の新設

・福岡ｼｽﾃﾑLSIカレッジの強化
・ひびきの半導体ｱｶﾃﾞﾐｰ等の強
化

３．国際展開力の強化
・国際・広域展開促進チームの
設置

・SSB連携の取組強化

第Ⅱステージへ向けての課題

・研究・開発人材の一層の集積

・独立した研究機能・人材育成機能の

プラットフォーム構築

・成長するアジアマーケットと連動した
地域として独自のモジュール・システ
ム等の開発・提案力の強化

・自動車産業・バイオ産業・ロボット産

業等他分野と本クラスターとの連携
強化

・福岡の企画力・設計力と九州の半導
体メーカーの製造工場との連携強化

・世界マーケットを見据えたグローバル
な企業や商社機能の集積促進

・技術と事業開発を連携するキーパー

ソンの育成・集積
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最先端情報の
発信・流入

シリコンシーベルト福岡構想の推進

クラスター形成構想ロードマップ（H19年度構想）

ク
ラ
ス
タ
ー
の
形
成
度
合
い

時間

H14～H18 H19

基盤確立期 領域拡大・発展期 自立・発展期

知クラ事業 知的クラスター創成事業（第Ⅱ期）

研究開発
50ﾃｰﾏ／年の
産学官研究
プロジェクトの
実施を達成

設計人材

の育成
300人／年の
育成を達成

集積
企業集積
110社
を達成

ｲﾝｷｭﾍﾞｰｼｮﾝ施設、設計・検証施設、ﾍﾞﾝﾁｬｰﾌｧﾝﾄﾞ、ｼﾘｺﾝｼｰﾍﾞﾙﾄｻﾐｯﾄなど

世界レベルの
先端ｼｽﾃﾑLSI
開発拠点化

の確立

集積
企業集積200社
（うちﾍﾞﾝﾁｬｰ企業
創出20社）

研究開発
・100ﾃｰﾏ／年の

研究プロジェクト
・海外機関との共同

研究20件 等

人材育成
1,000人／年の
システムLSI開発
関連人材の育成

重点分野への

応用研究

海外機関との

連携強化や
共同研究等

組込み

人材の育成等現在

真のクラスターとして発展
していくために必要な
地域の力が備わってきた

開発先端ｼｽﾃﾑLSI開発
関連機関の集積

自動車関連産業、ﾛﾎﾞｯﾄ関連産業、ﾊﾞｲｵ関連産業、
半導体装置関連産業、ﾅﾉﾃｸ・材料関連産業等

融合

人材の流入

資金の流入

企業の
新規参入

H21H20 H22 H23

中核研究機関
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集積
促進

人材
育成

研究開発

支援

ベンチャー
育成・支援
ベンチャー
育成・支援

交流・連携交流・連携

促進

研究開発支援 人材育成

交流・連携 ベンチャー育成・支援

○研究開発の中核として、文部科学省による
「地域イノベーション戦略支援プログラム（グ
ローバル型」(旧事業名:知的クラスター創成事業
第Ⅱ期)の採択を受け実施
・35の大学等と104社、あわせて139の機関が
参画する研究開発を実施

・商品化・事業化：１１２件
（内、大学発ベンチャー起業：１２件）

・出願特許件数：３７６件
・平成22年度は特許出願55件、
試作品６０件、成果の実用化等３５件
他事業への展開３1件

○多様な外部資金の活用

○福岡システムLSIカレッジにおいて、これま
で8,600名以上の技術者養成

○同カレッジにおいて、平成20年度以降、目
標とする年間1,000名以上の人材養成達成

○九州大学のQUBE及びFAISによるひびきの
半導体アカデミーと連携し、トータルで
10,000名以上のLSI関連人材を養成

○海外機関とのMOU締結や共同研究を通じた
連携数は５３件 （国際連携の推進）

○福岡先端システムLSI開発拠点推進会議の会員
数は設立当初の約９倍となる349会員に増加
（ネットワークの拡大）

○全国唯一の最先端LSI設計開発環境を
備えた共用利用施設「システムLSI設計
試作センター」(福岡システムLSI総合開
発センター内)にて約50種類の最先端設
計ツール等の利用支援サービスを提供中

○福岡システムLSI総合開発センターには
開設以来累計114社が入居。うち54社が
卒業。多くが福岡を中心に事業展開

平成24年3月末時点

２５３社集積
（SSB構想開始時の10倍）

先端半導体開発拠点化へ向けたクラスター化が着実に進展

SSB福岡プロジェクトの取組と成果



1st Stage H18年度構想

2nd Stage H19年度構想

3rd Stage H20年度構想

4th Stage H22年度構想

5th Stage H23年度構想

クラスター事業の段階的推進

・進化する産学連携型クラスター創成モデル
・研究開発事業ポジショニング
・SLI（SystemLevelIntegration）クラスター創生技術マップ

導入・実行フェーズ

推進・展開フェーズ

加速・統合フェーズ

出口・展開フェーズ

企画・提案フェーズ
・研究開発テーマ
・クラスター形成構想ロードマップ

・産学官連携型クラスター創成モデル
・地的クラスター評価プロセス

・地クラ戦略ドメインを構築
・クラスター形成ロードマップ～地域イノベーション推進モデル

・社会システム開発クラスター創成
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クラスター事業運営トピックス

H19年度
研究マネージメントシステムを構築し、仕組みの導入／定着を図った。
また各研究チームのプロジェクト管理体制により、会議体による

H20年度
研究評価システム（内部・外部評価）による客観的かつ公平な評価結果に
基づき、次年度に向けたテーマの統廃合、予算配分の見直しを図った

H21年度
文科省中間評価において、６地域中トップのS評価を受ける。 国際展開を
推進する「広域化プログラム」による研究機関ネットワークを形成した

H22年度
内部評価結果を基に地域のクラスター拠点化につながる研究開発に対し、
「可能性試験」「関係府省連携」により次年度予算の重点配分を図った

H23年度
社会システム実証センター、三次元半導体研究センターの立ち上げ、福岡
イノベーション戦略拠点（エコシステム）による戦略プロジェクトを企画した
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デスバレーに陥らないための事業化戦略

１．研究テーマの厳選
先端的システムＬＳＩの研究開発を積極的に

推進。

２．地域を越えた研究資源の活用
プレーヤー選択や研究シーズの発掘は、地域

の枠にとらわれず、海外を含めた広範囲を対象
に実施。

３．厳格な評価の実施
研究の進捗状況及び成果について毎年度評

価を実施し、柔軟かつ厳格なプロジェクト管理
を実施。

４．事業化支援
科学技術コーディネータを中心に、研究成果

の事業化・製品化をしっかりと支援していく。

研究コア
（大学研究室）

ベンチャー
（研究関連シーズ）

インテグレータ
（九州・地場中小企業）

エンドユーザー
（大手ユーザー企業）

グローバルパートナー
（国際展開）

研究テーマ 研究テーマ・・・・・・

各研究テーマ内体制

研究統括

プロジェクトリーダー

プロジェクトマネージャー
（研究代表者）

科学技術コーディネータ

研究コア
（大学研究室）

ベンチャー
（研究関連シーズ）

インテグレータ
（九州・地場中小企業）

エンドユーザー
（大手ユーザー企業）

グローバルパートナー
（国際展開）

研究テーマ 研究テーマ・・・・・・

各研究テーマ内体制

研究統括

プロジェクトリーダー

プロジェクトマネージャー
（研究代表者）

科学技術コーディネータ

（大学研究室等）

◆研究員（現在32名）の雇用は、中核機関が
行い、各研究開発プロジェクトに配置。

４つのポイントに基づき、企業・市場ニーズに基づいて研究シーズを
確実に製品化・事業化に結びつける！



年度基本業務事項シート

研究チーム編成

進捗表シート

発表資料

事業進捗管理チャート
<毎年度>

<研究推進部会【毎月】>

<研究進捗報告会【四半期】>

次年度へフィードバック

アクションリストでフォロー
アップ
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評価プラットホーム構築・運用

内部評価シート

平成21年度予算策定に向けた内部評価表 評価者　　　　　　　　　　　　　　

テーマ番号 ○ 代表者： ○○○ ○○大学

テーマ名 ○○○○○

評価項目 重要度

(4) ( 3) (2) ( 1) （比率）

導入 研究計画 100%超 100% 75%以上100%未満 75%未満 1

研究開発体制

必要な研究体制を構
築しており、研究に応
じた他テーマや他プロ

ジェクトとの連携も進
んでいる

必要な研究体制を 十
分に構築している

大学での研究体制や
企業との連携体制の
一部に改善すべき点

が認められる

大学での研究体制や
企業との連携が総合
的にみて不十分であ

る
1

研究内容の発信 6回以上 2回～5回 1回 無 1

進捗 プレス リリース 6回以上 2回～5回 1回 無 1

特許、 又は特許相当の知的財産及び
ノウハウ

ライセンシング採用 ライセ ンシング採用予定 特許取得/出願中 特許無 1

外部資金獲得
（関係府省連携込み）

実施、実施計画確定 実施計画中 可能性有 可能性無 2

業界標準化 標準化 予定 検討中 可能性無 2

業界コンソーシア 国内規模コンソーシア 地域内コンソーシア 準 備中 発足 してい ない 2

海 外機 関との共 同研 究 共同研 究成果あり 共同 研究進 行中 M OU/NDAの締結 予定 無 2

シンポ ジウム /ワークショッ プの 開催 海外 国 内 地 域内 予定 無 2

成果 新 規企 業創 出 起業済み、起業決定 起 業計 画中 可 能性 有 可能 性無 5

企 業誘 致 進出/設置済み、
進出/設置決定

進出/設置計画中 可 能性 有 可能 性無 5

研 究機 関/団 体の 誘致 進出済み、進出決定 進 出計 画中 可 能性 有 可能 性無 3

技 術移 転 事業 化（県内 ）
商品化 （県内）/

事 業家 （県 外）

製品 化（県内 ）/

商品 化（県外 ）

検討 中/

製 品化 （県 外） 3

総 合 大き な成果が見込める 具体的な見込みがある 見 込み がある 見込 みが ない 5

コメント

（注）1.内部評価発表をうけて、各評価項目で該当すると思われる評価（配点）枠に○をつけること。

　　　2.評価の基準は、「平成21年度予算策定に向けた内部評価表　説明シート」の評価の視点を参照にすること。

　　　3.発表のない項目は、成果なしとする。（最低評価とする。）

　　　4.評価への説明や補足があれば、コメント欄に記入すること。

評価　（配点）
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～交流・連携から、国際的コアコンピタンスやリーダシップの確保による拠点形成への加速化～

シ
リ
コ
ン
シ
ー
ベ
ル
ト
地
域

（世
界
最
大
の
半
導
体
生
産
・
消
費
地
域
）

北京

上海

ｲﾝﾄﾞ

新竹（台湾）

香港

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ

国際・広域展開促進チーム
（代表：九州大学 高田准教授）

・国際科学技術ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ
・国際ﾋﾞｼﾞﾈｽﾏｯﾁﾝｸﾞｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ
・国際科学技術ﾏﾈｰｼﾞｬ

公的機関

・県商工部国際経済観光課
・県等海外事務所（米国、上海、

大連、香港、ソウル、ドイツ等）
・JETRO
・(財)機械振興協会

・(財)九州経済調査協会等

学術・技術団体

・STARC
・ASET

・JEITA
・JIEP

・国際的コアコンピタンスの形成
・国際的リーダシップや優位性

のある半導体開発拠点構築

知クラ事業(第Ⅰ,Ⅱ期）
の事業成果

域外の技術
シーズや成果

調査・探索

ビジネスモデル構築等により

・相互の直接投資の促進
・世界最先端の情報交換

・研究成果の国際展開

・国際共同研究、知財流通、
ビジネス展開等を促進

1. 研究者交流によ
る国際共同研究
の充実化

2. 調査結果のﾌｨｰ
ﾄﾞﾊﾞｯｸ等による
可能性試験の実
施

3. 国際（成果）見本
市やﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ
の開催

研究者等

の招聘

活
用

連
携

京畿道（韓国）

国際展開力の強化 国際・広域展開促進チーム設置によるSSB研究機関等との広域連携
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窒化物半導体応用研究会

国内連携マップ

長野クラスター

信州大学

長野県テクノ財団

アルファーデザイン社

仙台クラスター

仙台市、東北大学

ＭＥＭＳコア社

横浜

ＳＴＡＲＣ、ＪＡＳＶＡ

横浜市、横浜市立大学

木原記念横浜生命科学振興財団

東京

機械振興協会、ＳＩＲＩＪ

情報通信技術委員会

東京工業大学

ＦｈＧ日本代表部、ＩＴＲＩ東京事務所

英国大使館、フランス大使館

福岡
★

久留米クラスター融合研究

東海クラスター

科学技術交流財団

浜松クラスター

浜松地域テクノポリス推進機構

富山クラスター

富山県新世紀産業機構

立山科学グループ

京都クラスター

京都高度技術研究所

京都大学

山口熱電技術講演会

山口クラスター

山口県産業技術センター

山口大学

山口東京理科大学

久留米クラスター

久留米リサーチパーク

エコジェノミクス社

福岡長野ｸﾗｽﾀｰ

ﾏｯﾁﾝｸﾞﾌｫｰﾗﾑ

国内研究機関と連携会議などを行い、
30ヵ所と研究活動を行った。
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国際連携マップ

米国 ■■■■■

コネチカット大学

ｅＭｅｍｂｒａｎｅ社、ＧａｉｎＳｐａｎ社

ＤＩＴＴＯ社、Ｆｉｒｅｔｉｄｅ社

中国 ■■■■■

清華大学、大連理工大学

チャイナウェイ社

唐橋微電子社 等

香港 ■

ＡＳＴＲＩ

ＨＫＳＴＰ

ベルギー ■■■■

IＭＥＣ

ＤＳＰバレー

バングラデシュ ■■■■■

グラミンコミュニケーションズ

グラミンソリューションズ

シンガポール ■■

A*STAR、 Ｉ２Ｒ、ＩME

ＳＩＭＴｅｃｈ、Ａｕｘｉｎｅｏｎ社

フランス ■

ＭＩＮＡＬＯＧＩＣ

ＳＹＳＴＥＭＡＴＩＣ

ＪＥＭＩ Ｆｒａｎｃｅ

台湾 ■■■■■

ＩＴＲＩ、台湾大学、清華大学、成功大学

Ｐｒｏｌｉｆｉｃ社、Powertech Technologies社 、

ＴＥＣＯ社、Ａｒｄｅｎｔｅｃ社 等

★
福岡

・5th stage： ■■■■■ （共同研究、共同開発実施）

・4th stage： ■■■■ （連携内容検討、プロジェクト定義）

・3rd stage： ■■■ （MOU、NDA検討）

・2nd stage：■■ （ニーズ・シーズマッチング）

・1st stage ：■ （情報収集・情報交換、ワークショップ開催、研究内容発信）
連携進展

ドイツ ■■■■

ＦｈＧ （EMFT、ＥＮＡＳ、ＩＡＩＳ）

ＥＳＧ社 、シュタインバイス

韓国 ■■■■■

ＫＥＴＩ 、ＥＴＲＩ

ソウル大学、プサン大学

インドネシア ■■■■■

Xirka Silicn Technology

情報通信技術委員会

イタリア ■■■■■

フィレンツェ大学

国際共同研究、MOUなど行い、４１ヵ所と研究活動を行った


